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起業に関する考察とその展望
竹内準治
?
現在関心を抱かれるいるベンチャービジネスは従来研究開発型企業と理
解され，産業構造の知識集約化への流れの中で自主技術を開発を行なう企
業であり，それは需要者の構造の変化と技術革新の進展を背景に，経営者
の旺盛な企業家精神と自主性ある技術により活発な行動を行なう企業であ
ると理解されている。
このベンチャービジネスという語は事業を創造する起業家 (Entrepre-
neur)と同義語と解され，この起業家が1970年代から1980年代にかけて経
済の低迷していたアメリカに奇跡的な復活を支えることとなった。
この起業プームが，いまや研究開発型企業の分野のみならず，製造分野
から流通分野へ，さらにはサービス分野へと裾野を拡大しつつある。
ここでは起業について，まずわが国におけるその現況を眺め，つづいて
欧米等諸外国の起業に対する支援の流れを眺め，さらに起業の方向性をさ
ぐり，最後に起業の将来のあり方を求めることとしたい。
なお，この稿においてはベンチャービジネスの創設，新事業の創設など
の用語を起業なる語に統一し，その起業の担い手を起業家という語に統一
しておきたい。さらに起業，ベンチャービジネス，新規創造事業といった
用語の概念規定は起業家プームの将米に向けての展開の過程において次第
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にすすめてみたい。
I わが国の起業家ブーム
わが国の起業家プームは現在のものも含めて 3回におよんでおり，その
大きな流れをここに整理してみたい 1)0
1 第 1次起業家プ＿ム
わが国では1970年（昭和45年）から1973年（昭和48年）の起業プームを
第1次起業家プームという。この時期は高度経済成長の直後であり，それ
以前の1965年（昭和40年）から1970年（昭和45年）までの57カ月間は日本
経済が拡大をつづけ年率10%を超える成長を記録している。
この第 1次起業家ブームは1971年（昭和46年）のドルショックを起因と
する円高を防ぐために日銀によるドル買い円売り介入が行なわれ，巨額の
外貨の流入によるマネーサプライが増加し，わが国の金融機関の貸出姿勢
が積極的となる。
また，金融機関の貸出先が大企業から中小企業へと大きく移り，業種も
製造業中心から非製造業へと広がり，わが国の全産業にわたり起業家プー
ムを巻き起こした。
しかし， 1973年（昭和48年）の第 1次オイルショック後の物価の高騰を
防ぐために総需要抑制策が行なわれ，その中で財政支出が抑制され，それ
が金融の引き締めをまねき，起業家プームの前提となった環境が大きく変
わることとなり第 1次起業家プームは終焉する。
2 第2次起業家プーム
第2次起業家プームは1983年（昭和58年）から1986年（昭和61年）の間
1)坂下実著，「ベンチャー企業の盛出と日本社会」， 1999年，国際コンサルタント機
構， 1頁。
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の起業家輩出プームのことをいう。この頃，アメリカにおいて金融緩和と
レーガン大統領の行なった減税政策の効果があらわれアメリカにおいて大
きく景気が回復し，わが国からアメリカヘの輸出が伸ぴ景気回復の兆しが
見えはじめた時期にあたる。
わが国では，この時期に証券系および銀行系のペンチャーキャピタルの
設立が相次ぎ，このベンチャーキャピタルが積極的な貸し出しの姿勢を示
したことによる起業家プームともいわれている。
この頃，わが国では 1次・ 2次のオイルショックによって高度経済成長
は終焉し，重厚長大のエネルギー大量消費型産業からマイクロエレクトロ
ニクスあるいはメカトロニスを駆使した技術集約型産業へと産業構造の急
激な変化が生じ，それらの新規産業における資金需要が増大し，資金の需
給関係が適切に拡大することとなり第2次起業家ブームが加速することと
なる。
しかし， 1985年（昭和60年）に生じた円高ショックを切り抜けるために
大企業が積極的にリストラクチャーをすすめ，本来は中小企業の独自の分
野であった隙間産業へと大企業が参入することとなった。
また，低金利の資金を容易に手に入れることのできた多くの企業が不動
産投資あるいは証券投資に手を染めることとなり，他方ベンチャーキャピ
タルも企業に向けての堅実な姿勢あるいは企業育成の姿勢を失うにいたっ
~o 
さらに，適切な融資審査を経ずに，また融資後のチェックも受けること
なく過大な借り入れを行なった起業家の中には，堅実な将来予測も行なわ
ず自らの経営能力を考慮に入れることなく事業を拡大し倒産するいたると
ころが多発した。このような経過をもって第2次起業家プーム期に生じた
新規創造企業の多くが社会の信頼を失うこととなった。
3 第3次起業家プームの到来
現在の第 3次起業家ブームは1994年（平成 6年）頃からはじまったとさ
172 (690) 第 45 巻第 4 号
れている。つまり，わが国経済がバルプ崩壊後長い間低迷しているのに対
して，アメリカ経済が起業家を中心にして急速な回復を遂げ順調に発展し
たという現実に剌激を受け，現在のわが国の起業家プームがはじまる。
バプル経済の崩壊後わが国の経済および産業の将来を予想するときに，
創意工夫を駆使する起業家を育成することによってこそわが国経済が活性
するであろうとの思いが強く働き，この動きによって今日の起業家プーム
がはじまっているといえよう。
環境面からみると，市場の熟成，経済の国際化，情報・通信技術の急進
展という時代の要請を有利に活用できるのが小規模企業であり，それが起
業家プームヘの追い風となっている。
しかし，平成期に入りわが国の開業率は低下の一途をたどり， しかも開
業率が閉業率を下回り厳しい傾向が目だっている。
なお最近のわが国の開業率がアメリカのそれを大きく下回り，さらには
ヨーロッパ諸国の開業率よりも低いといった由々しき事態にある。このよ
うな傾向から，わが国の政府，地方自治体，金融機関，大学は挙って積極
的に起業家プームを支える姿勢を示している。今後起業を目指すものにと
っては新規創業をすすめるに好ましい環境が充実されるものと思われる。
（図表 1)
I 最近のわが国起業家の特徴
1994年（平成 6年）頃からはじまったわが国の第3次起業家プームもす
でに数年経過し多くの関係者によって起業家プームに関する調査・分析が
行なわれている。ここでは主要な機関によって行なわれた調査から今日の
起業家の特徴を把握してみたい。
1 個人起業家の特徴
ここでは国民金融公庫が融資した企業で起業以降1年以内の1641個人起
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図表 1 開閉業率
出典：中小企業総合事業団編，「平成12年度版中小企業白書の要点
（中小企業振興， 2000.6.15)」，日本工業新聞社。
業家に対象を絞り1998年（平成10年）に調査した結果から起業家の特徴を
紹介してみたい2)0
(1) 起業家の経営者像
個人起業家の起業時の平均年齢は40.9歳とあり，ここ数年間の企業リス
トラあるいは永年雇用体制の変更により中高年の起業が目だっている。さ
らに新規の個人起業家を性別に区分してみると女性の14.3%に対して男性
の85.7%とあり，男性の多いことがわかる。なお，男性の個人起業家は多
様な業種に広がり事業を起しているが，女性の方は個人向けサービス業（生
2)国民金馳公庫総合研究所編，「平成11年版・新規開業白書」， 1999年，中小企業リ
サーチセンター， 9頁。
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活支援，健康・理美容，育児・託児，教育・学習，趣味・娯楽等関連），飲
食業，小売業などの分野への進出で目立っている。
個人起業家の事業を起す以前の職業についてみると事業所（企業あるい
は諸団体）の常勤勤務者が89.3%を占めているが，こと女性の場合には常
勤勤務者の割合の64.5%につづいてパートタイマーおよび専業主婦の14.2
％が目だっている。つまり一般に個人起業家は以前に勤務していた事業所
からの独立起業が多く，またその事業所で得た職務のノウハウが起業時の
事業内容を構成している。
(2) 起業にいたった動機
現在事業として営んでいる内容と以前に勤務していた勤務先で携わった
業務の経験との関係をみると，以前勤務していた事業所での職務従事経験
を新規事業の内容としているとするものが80.9%を占め， またかっての業
務の平均経験年数は13.5年とあり，かって経験した業務あるいは職務の内
容をもって新規事業を営んでいるものが多い。
また，起業の動機としては，“自己の裁量で事業を行ないたい","自己の
持てる力を試してみたい", . 働きに応じた収入を得たい", . キャリアを活
かしたい”といった内容が多く，“自己実現”あるいは“能力発揮”といっ
た個人的動機からの起業が多い。
(3) 起業に必要な経営資源の入手方法
不動産を購入して事業を興した個人起業家は全体の20%弱にあたり，そ
の一人当たりの開業費としては平均3,722万円が投入されている。他方，不
動産を購入せずに事業を興したものは80%強におよび，その一人当たり平
均開業費としては1,198万円が投下されている。
なお，その創業費の調達源資として個人起業家自身が調達した自己資金
の平均額は約391万円で，残りは家族・親戚（平均114万円），金融機関（平
均580万円），その他（平均113万円）から調達されている。
さらに，事業経営に必要なノウハウの入手先をみると，“商品・サーピス
に関する知識",. 業界知識＂および“人脈”などは以前の勤務先から得る
起業に関する考察とその展望（竹内） (693) 175 
場合が多く，“マーケティング能力", "経理・労務・資金繰り・経営法務",
“経営者としての心構え”などは個人起業家自身の自己啓発および経験に
よる体得が多い。いずれにしても個人起業家の経営上のノウハウは以前の
勤務先及ぴ自分自身の努力から得ることが多い。
(4) 起業家意識の芽生え
個人起業家の起業家意識の芽生えの発生因をみると“以前の勤務先で技
術あるいはノウハウを習得したから”を因とするものが約50%を占め，そ
の他“家族が事業を行なっている姿をみたから","親戚縁者あるいは友人
が事業で成功した姿をみたから","勤務先の経営者の生き方をみたことか
ら”と身近にいる他者の事業への取り組み姿勢を起業の動機とするものが
30%強みられる。
なお起業家意識の芽生えの時期についてみると満30歳未満と満30歳以上
でそれぞれ二分している。前者を早熟型起業家とし，後者を晩熟型起業家
として区分すると，前者即早熟型起業家はその起業動機を“自分の力を試
してみたい”とするものが多く，他方後者即晩熟型起業家の起業動機を“自
分の裁量で事業を行ないたい”とするものが多い。
さらに両者に共通しているのは，前記のごとく起業する上で影響を受け
たことは“以前の勤務先で得た経験あるいはノウハウ”を挙げるものが半
数に及んでいる。
(5) 若年層の起業意識
わが国の大学院，大学，短期大学，専修学校等各種学校に学ぶ学生に対
して起業意識を尋ねた結果“事業をはじめることは考えていない”という
回答が約80%を占めている。他方，アメリカの高校生の約70%は“将来事
業をはじめたい”との考えを抱いているとの報告がみられるが，それに対
してわが国の若い世代の起業意識は極めて低い。
アメリカにおいては幼稚園児から高校生までの全米約300万人に対して
“経済の基礎概念","物品販売を経て利益をうる仕組みの事例研究", "企
業経営あるいは株式投資の擬似体験”などのプログラムを実施し，ピジネ
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スに関する理解を深め，さらには起業家意識を抱かせるシステムを設けて
いる。その上に，アメリカでは大学あるいは大学院で“起業家教育”のコ
ースを設け，実践的な経営スキルを習得できるカリキュラムの下で学生に
教育を施している。
わが国の大学あるいは大学院は今日やっとその緒についた段階にある。
また，わが国の若い世代が，事業経営者である親あるいは親戚緑者の影響
を受けない限り起業意識が芽生えてこないとするならば，前記の早熟型起
業家の予備軍の構造的減少は避けられないであろう。
2 社内起業も含む一般的起業家の特徴
起業家には‘‘個人として起業家（個人起業家）＂と“杜内起業家＂の 2種
類のタイプの存在が認められる。
前記の個人起業家の特徴は文字通り“小規模の個人起業家”に関する調
査からみたものであり，ここでは“組織ある起業家”について中小企業白
書が報告したものから特徴をつかむこととする。
一般的起業家が事業を興す時に障害と考えるものとして，“資金調達",
“取引先の開拓", "人材の確保", "財務・会計", "技術・研究開発", "市
場の見直し＂などが挙げられている。
次に，起業家に支援を与えている側からみて，一般的な起業家の短所と
して指摘するのは“得意先の開拓・確保の力の弱いこと", . 経営知識およ
び経営ノウハウの乏しいこと", "金融機関との関係の弱いこと", "不明確
なビジネス・プラン", "不透明な事業分野＂などである丸
他方，一般的起業家が事業を起こし，事業をすすめ，その結果失敗した
場合に，その失敗の原因としては“経営ノウハウの未熟さ", "マー ケティ
ングの不十分さ", "他企業との競争の激化", "人材育成の怠慢”などを挙
げている丸
3)中小企業庁編，「平成11年度・中小企業白書」， 1999年，大蔵省印刷局， 294頁。
4)中小企業庁編，「平成11年度・中小企業白書」， 1999年，大蔵省印刷局， 309頁。
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なお，一般的起業家が自分の事業を成功裡に営んでいる場合に，その自
社のすぐれた長所として挙げている“技術力の保持","事業分野および内
容","取引先の開拓および確保", . 銀行との関係”などである。つまり，
一般に起業で成功しようとするならば“新製品開発力（製品製造業）＂，“新
技術開発力（加工業）", "商品調整力（卸小売業）”，“サービス開発力（対
個人サービス業・対事業所サービス業）”を維持させねばならない。
さらに，一般的な起業家が開業に際して求めている支援策としては，“開
業資金の融資”以下，“人材の確保","取引先の斡旋","支援者との出会い",
“事業環境に関する情報提供","設備・工場の貸与あるいは提供","技術・
研究開発の指導", "財務・会計の指導", "ベンチアーキャピタルによる出
資”などが挙げられているが，とくに最初の“開業資金の融資”の希望が
全体の70%を占めている。
I わが国の起業家支援の制度
わが国においては，いわゆる中小企業一般に対する個別企業支援および
企業集積あるいは企業集団への支援に関する制度・施策は極めて手厚く設
けられ， しかも今日までのわが国の経済・産業の変化と平行して密度の高
い施策が講じられてきている。しかし，現在話題とされている創造的な起
業家支援の制度・施策の歴史は比較的に新しいものである。
振り返ると，わが国で私的レベルで始まった異業種交流が次第に広まり，
1981年（昭和51年）には政府主導による異業種交流全国交流研究会が開催
され，ひきつづき1982年（昭和52年）には技術交流全国大会が開かれ，さ
らに1988年（昭和63年）に融合化法が成立されている。この融合化法の制
定を契機にして全国的に公私両面にわたる異業種交流が盛んとなり社内起
業プームは熱気を帯びることとなった。
この時期はあたかも第2次起業家プームの期にあたり，先端技術の開発
を中心とした起業が盛んとなり，それらの起業家への資金的側面を支援す
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るためのベンチャーキャピタルが輩出することとなる。
さらに第 3次起業家プームに入ると，創業型起業が自からの市場ニーズ
を把握し，需要家に対して提案能力あるいは製品開発力を提供する必要に
迫られることとなり，そこで起業家の側に，市場高感度型起業，技術高度
化起業，独自性追求型起業といった方向が求められることとなった。そし
て起業家の個別企業単位の対応だけでなく複数企業で構成されるネットに
よる対応をも求められることとなった。
そこで，わが国としては1994年（平成6年）に産業構造および雇用促進
対策の基本方針に基づき，厳しい円高とパプル崩壊にともなうわが国経済
の構造的変化に対応して，中小企業者の創業およぴ研究開発の促進とその
成果の事業化を促すために“中小企業創造活動促進法（「中小企業の創造的
事業活動の促進に関する臨時措置法」）＂を制定することとなった。また，
この法律に基づき“起業のための技術援助", . 技術補助金の創設と拡充＂，
“ベンチャーキャピタルヘの債務保証制度の充実", "起業家精神の涵養＂，
“創業者支援研修", . 情報化支援と情報提供", . 技術アドバイザーによる
指導", . 地域産官学共同研究”などの施策がスタートすることとなった。
さらに2000年（平成12年）に入り，通商産業省，中小企業庁，工業技術
院，中小企業総合事業団などの共催による“ベンチャーフェア
JAPAN2000"が開催され，そこでは創造的起業の成功要因として"Peaple
（人）", "Purpose (目的）", "Payment(財務面での支払い）", "Protection 
（保護•投資家への利益保護）", "Perspective (見通し・展望）”の 5Pが
強調され官民挙げての創造的起業の支援の強い姿勢が示されている丸
なお，政府としては創造的起業に対する総合的支援センターを全国に設
け，“起業に向けての国民運動の推進",. 経営革新ビジネス交流＂，“新事業
開拓促進", . 課題対応技術促進＂などの事業を行なうこととしており，起
5)中小企業総合事業団編，「平成12年度中小企業事業団の政府予算（中小企業振興．
2000.2.1)」,8本工業新聞社。
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業家にとって創業するに恵まれた環境が整備されつつある叫
IV 海外における起業支援
わが国では過去2度にわたる起業家プームの実を手にすることなく今日
の第3次起業家プームを迎えている。さらに今後に向けて多くの起業家が
経済・産業の活性化の旗手であることを期待されている。しかし，過去の
起業家プームヘの期待が短期的な期待で潰えていることからして，将来に
向けては長期的な起業家支援のシステムを産官学の連携ですすめられるべ
きである。
ここでは起業家プームの火付け役となったアメリカにおける起業家支援
の概要，そしてドイツ等のその他の各国の起業家支援の概要を眺め，今後
のわが国の起業家支援のあり方への参考にしたい。
1 アメリカの起業家支援施策
(1) アメリカにおける起業家支援の流れ
アメリカは第 2次世界大戦終了後から1960年代（昭和35年前後）にかけ
て世界経済のリーダーとしての役割を担ってきたが， 1970年代（昭和45年
前後）からアメリカ企業優位は崩ることとなった。つまり，アメリカ企業
は世界市場のシェアの1/4を失い，その市場の喪失による損失は約1250億ド
ルに上がり，約200万人におよぶ労働者は解雇されるの止むなき状態にいた
った。
つまり，ョーロッパおよぴ日本の産業の復興および輸出の伸ぴが著しく，
アメリカの自動車，航空機，プラスティック，医薬品，工作機械，鉄道車
両などの世界市場でのシェアは大きく落ち込むこととなった。
6)中小企業総合事業団編，「ベンチャーフェアー JAPAN2000(中小企業振興，
2000.2.15)」， 日本工業新聞社。
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1953年（昭和28年）に制定された小企業法 (SmallBusiness Act)でも
って，厳しい環境に追い込まれた小企業に金融助成，経営指導，投資促進，
政府調達の拡大などの施策を継続してきた。さらに1973年（昭和48年）に
は「活力ある多数派」を発表しさらなる小企業支援の強化をはかることと
した。
このようなアメリカ政府の支援施策を背景として，企業を解雇された従
業員あるいはその当時の産業環境に不安を感ずる者が自らの生きる道を新
規事業の創設である起業に求めることとした。
さらに1970年代後半（昭和50年以降）のキャピタルゲイン課税率の軽減
によって長期的にして安定した低率のベンチャーキャピタルが起業家へと
流れ，さらにこのような機関投資家のみならず個人投資家（エンジェル）
の投資も盛んとなり，現在のようなアメリカの起業家プームを定着させる
こととなった丸
(2) 起業家プームの基底にあるもの
上記のようなアメリカでの新規開業を促す大きな要因としてアメリカに
長年月にわたり根づいている開業支援システムが挙げられている。（図表
2) 
この開業支援システムとしては，個人が開業を意識する以前の状況から，
事業を起こし，さらに企業として成長するまでに4つの過程が分けられて
いる8)。
① 開業ステージ I・経済教育
高校生以下の子供の頃に通常教科以外に経済の仕組みあるいはピジネス
について教えることを目的とする“経済教育＂を行なう。
さらに，その内容は小学生，中学生，高校生といった年代に応じて適切
7)原恵一郎著，「中小企業とコーポレートアントレプレナーシップ」， 2000年，叢林
書院， 34頁。
8) 国民金融公庫総合研究所編，前掲書， 123頁。
I 
開業ステージ
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図表2 四つの開業ステージ
概 要
成人 (Adult)するま 子供が18歳になるまでの段階。
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I 開業を決意 (Start- 成人した者が進学，就職などを経て，実際に開業を決意す
up)するまで るまでの段階。米国では，約 1億8,000万人の成人のうち，
約4%がこのステージに属している。
II 事業を開始(Birth) 開業を決意した者が，そのための活動を行い，最初の売り
するまで 上げが計上されるまでの段階。米国では，開業を決意した
者のうち約60%は開業を断念(Give-up)し，実際に事業を
開始するのは約40%とされる。
IV 企業が成長 (Grow- 一般的には株式の公開を達成するまでの段階。大半の企業
th)するまで は成長まで達することはなく，現状維持 (Stay)または脱
出 (Quit) となる。
出典：国民金融公庫総合研究所編，「平成11年版•新規開業白書」，
1999年，中小企業リサーチセンター， 122頁
なものが選ばれている。（図表3)
② 開業ステージI・経営スキル習得
現実に事業をおこし軌道に乗せるためには，さまざまな経営スキル（製
品開発力，製造技術，経営管理能力，マーケティングカ，経理，法律，人
事管理，資金調達など）に関する知識・技能を習得しなければならない。
アメリカの起業家の多くは企業である程度の勤務経験を経て経営スキル
を習得しているが，さらに企業経験後も経営スキルを高めるために大学あ
るいは大学院のビジネススクールに入学するものが少なくない。そこでは
座学のほかにケーススタディ，現実の経営者を招いての講義およびディス
カッションなどを通して経営の実践力を身につけることとなる。
③ 開業ステージII・ 技術支援
アメリカでは開業までに必要な経営スキルが補えられるようにさまざま
な技術支援システムが整備されている。とくに産官学相互が連携して提供
している技術支援が低料金あるいは無料で開業準備中のものに利用できる
ように仕組まれている。
④ 開業ステージIV・資金調達手段
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図表 3 ジュニア・アチープメント・プログラムの内容
小学生向：：：ログラム 1① 家族の一員となる~;め~;~~要~:~こ容との学習
② 地域社会の一員となるために必要なことの学習
・--------------------------
③ 合衆国がどのように独立したかの学習
・--------------------------
④ 国家がなぜ貿易をするかについての学習
中学生向けプログラム I① 個人の経済学
・個人のスキルと利益とは何か
・人生のキャリアの広げ方
・仕事をみつける技術とそのための教育の在り方
・個人や家族の財産管理の方法
クレジットカードの使い方
--------------------------------------② 実際の企業活動
・米国経済システムの原理
ビジネスの役割
•生産や販売を伴うビジネスの起こし方
ビジネスの社会的責任
・経済社会における政府の役割
--------------
③ 国際的なマーケット
• 国際貿易による利益
・重要な国際経済問題
高校生向けプログラム I① スチューデント・カンパニーの運営
キャピタルゲインを得るための株式の売り方
•株式保育者への配当の方法
• 原材料の購入方法
•製品の製造と販売の方法
・会社の解散の方法---------------------------
② コンピュータシュミレーションによる企業運営
・ハイテク産業の運営
出典：中小企業庁編，「平成10年度・中小企業白書」， 1998年，大蔵省印刷局， 319頁
開業から事業が軌道に乗るまでの間において資金需要への対応が大きな
課題となるが，直接金融市場の発達したアメリカではベンチャーキャピタ
ルあるいはエンジェル（個人投資家）からの資金援助が受けられやすい環
境にある。さらに，ノンバンクからの資金調達も大きな位置を占めている。
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2 ドイツの創業者支援施策
(1) 小規模企業支援施策の流れ
ドイツは第2次世界大戦を敗戦といった荒廃から立ち上がるべく従来の
手工業保護法の主旨を受けつぎ手工業条令を1953年（昭和28年）に制定し，
193業種の手工業の保護を手厚くすすめてきている。
1970年（昭和45年）には“中小企業に対する構造改革の基本要項＂を発
表し，さらに1976年（昭和51年）には“中小企業の現状と発展のための政
府報告書＂を発表し，その中でとくに“中小企業の活カ・競争力の維持"
を強調している。
このような連邦政府の施策方針に基づき， ドイツ連邦政府金融機関によ
る“新技術開発型企業支援","創業者への資金融資”がすすめられ，さら
に欧州復興基金からの“創業者支援金融”を中心に据えた“開業プログラ
ム", "自己資本支援プログラム", "技術志向型新企業支援助成＂などの施
策がつづいて行なわれている。
また，各州単位では州政府が産業振興策を策定し，州政府，大規模財団
およぴ公社，大学およぴ研究機関，それに大企業が加わり，技術移転セン
ターあるいはインキュベーターを州内の各地に設置している。
さらに，東西ドイツが統合した現在では，旧東ドイツの中小企業の再生
を目的とした中小企業振興の策をすすめている叫
(2) 技能伝承から起業を支える制度
ドイツのマイスター制度を直接にわが国の教育制度へ導入することはで
きないとしても，その制度がわが国の熟練技術あるいは熟練技能の伝承，
さらには承継者の育成方法を考える上で大いに益あることと思われる10¥
このマイスター制度は， ドイツでは職業教育として法的にも，また社会
制度としても長い年月にわたって認められているものである。この制度は
段階的に次のように施行されている。（図表4)
9)巽信晴編著，「新中小企業論を学ぶ」， 1996年，有斐閣， 24頁。
10)中小企業庁編，「平成10年度・中小企業白書」， 1998年，大蔵省印刷局， 395頁。
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マイスター
マイスター試験
継続教育
職人
I ----------
????
??
修了試験
~[l:; らご半）*2 
•1 職業訓練は職場と職業学校で行われる（デュアルシステム）
•2 職種によって訓練機関が変わる
•3 州によって就学年数が変わる
図表4 ドイツにおける教育システムの概要
出典：中小企業庁編，「平成9年度・中小企業白書」， 1997年，大蔵省印刷局， 392頁
① 義務教育段階
ドイツでは連邦教育促進法でもって連邦レベルで教育の仕組みを定めて
おり，その教育の実施については州政府に権限を委ねる旨を規定している。
ドイツでは，一般に 6歳で小学校に入学し 4年間の小学校教育を修了す
ると，学力およぴ適性，さらには親の教育方針などを考慮に入れて 5年か
ら6年間の“本課程校", "実科学校", "ギムナジウム”へと進学し，合計
9年間の義務教育が行なわれている。
② 職業教育段階
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義務教育を修了した生徒の中から，各種専門学校あるいは上級ギムナジ
ウムに進学するもの以外で“（職業学校と職場で行なわれる）職業訓練”の
コースを選択するものが生ずる。この“職業教育”のコースを選んだ者は，
その後の“職業訓練", "職業発展教育”および“職業転換教育”の課程を
経て，最後の"工業マイスター“あるいは”マイスター＂の資格を得て自ら
が事業をはじめることができることとなる。
3 その他欧州諸国の起業支援の施策
(1) イタリアの小規模企業支援
イタリアには約400万の中小企業が存在し，その中核ともなる機械製品お
よび繊維製品はイタリアの経済を大きく支えている。
それらの中小企業はイタリア中北部に産地を形成し，伝統的“手工業技
能","デザインカ","新技術創出”の機能を統合して，ユニークな製品の
開発をすすめている。さらに小規模製造卸機能を統合しようとする産地の
中で地方の事業体が重要な役割を担い大きな経済的成果をあげている。
このように地方単位で，各州の自治体が中心となり，そこに手工業会議
所，商工会議所，各種商工団体，労働組合が協力し，さらに大学および各
種研究機関が連携し，人材育成，経営教育，技術移転，デザイン開発，市
場開拓，インフラ整備，資金援助などの事業を行なっている11)。
(2) EU諸国の起業家支援制度
その他のEU諸国の中においても，オーストリア，フィンランド，ベル
ギー，オラダでは開業支援の政策手段を講じ，利子補給，債務保証，資金
供与などの施策をすすめている。
また，多くの国では事業関連の情報の“ワンストップショップ化”ある
いは“インターネット化”をすすめている 12)0
11)巽信晴編著，前掲書， 25頁
12)財団法人中小企業総合研究機構訳編，「ヨーロッパ中小企業白書.5年次報告・1997
年版」， 1999年，同友館， 103頁。
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4 台湾の老板志向への助長
アジア諸国の経済が低迷していた時期においても台湾の経済は高い成長
を示していたが，その経済成長を支えていたのはパソコン等の情報通信機
器の好調な輸出であった13)。
とくに新竹科学工業園区において台湾のハイテク起業家が育ってきた
が，その背景には政府の長年にわたる施策および台湾独自の社会の仕組み
のあることを認めることができる。
(1) 起業を促す政府の施策
① 新竹科学工業園区の起業家輩出
1980年（昭和54年）に政府が開発した新竹科学工業園区に入居できるの
は，半導体，コンピュータおよびその部品，情報通信，光電子機器，精密
機械，バイオテクノロジーの6つの業種に限定されていた。
そこに入居を認めれた企業には土地・建物の貸与条件および法人税など
の面で優遇し，とくにアメリカに留学しアメリカで安定した生活を営んで
いた理工系の人材には，アメリカでの既往の所得を保障し，住居および教
育施設を充実し，優秀な人材の呼び戻しのための条件を用意した。そして
この園区から多くのハイテク企業が巣立つこととなった。
また，このインキュベータヘ入居できる者は，台湾でかって存在しえな
かった新技術を開発し事業化しようとする起業家であることが条件とされ
ている。なお，入居が認められた場合には工業技術研究院のスタッフから
のアドパイス・支援を受けることができ，さらに金融機関あるいはベンチ
ャーキャピタルからの融資• 投資を期待しうる仕組みとなっている。
② 巣立つ起業家
1973年（昭和48年）に設立された工業技術研究院は公的試験研究機関と
して台湾の情報通信産業の発展に大きく貢献している。そこには博士約
1000名，修士約2000名を含む研究スタッフ約5000名が台湾の頭脳集団とし
13)国民金融公庫総合研究所編，前掲書， 142頁。
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て新技術の開発の面で活躍している。
また，この工業技術研究院の全研究員の15%程度が毎年退職し，この公
的研究機関で培われた技術あるいはノウハウを民間企業で事業化され，毎
年その繰り返しによって台湾では相次いで多くの起業家が生まれている。
さらに， 1990年（平成2年）には“創業育成中心”なるインキュベータ
を設置し，さらにその事業の場に生活の場を接近して併設し，職住近接に
よる密度の濃い研究開発を可能にしうる条件を整えている。
(2) 起業家を生む台湾の社会的伝統
台湾では従来から多くの起業家を生み出す社会的な仕組みが定着し，そ
の効果として今日の台湾の新規創造的企業の輩出を招いている。そのよう
な社会的な仕組みの特徴として次の 3点が挙げられる。
① 高学歴と豊富な留学経験
台湾における高校・大学への進学率は高く，そして母国語の中国語に加
えて英語も平行して学んでいる学生が多い。さらに台湾の大学を卒業した
後は海外へ，とくにアメリカヘ留学する学生が多く，なかでも理工系の大
学への進学熱が高く，彼らが今Hの台湾の起業家プームを支えている。
② 老板への志向
台湾の青年は，老板（ラオパン・自営業者）として幅広い知識と技術を
身につけるために，先人について真剣に学ぶ姿勢が古くから定着している。
③ 個人投資家の資金支援
台湾では未公開企業の株式の売買が盛んであり，新聞紙上に毎日株式の
相場が掲載されている。このようなリスクヘの投資を行ない，自己の見込
む企業の上場に際してのキャピタルゲインを期待する台湾人気質が今日の
起業家への資金調達に大きく力となっている。
V わが国起業家の今後の方向性
わが国の起業家プームの経過と現状，わが国の起業家の特徴，それらの
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起業家輩出を支援するわが国の施策・制度の流れ，そしてさらには海外の
起業家支援制度の概要を眺めてきた。
ここでは，経済構造の変化の中を独自の力でもって事業を起こし，着実
に業績を伸ばしてきた企業についてふれてみたい。つまりダイヤモンド社
の調査によると， 1990年（平成2年） 1月以降に事業を起こし業歴10年未
満の企業で，売上高の直近2期の平均伸長率が20%以上の実績を示すとこ
ろが1249社を数え，それらのベスト50社の業種で目立つものがいわゆるサ
ービス業に属するものであり，それらが上記企業の約50%を占めている14¥
もちろん第 1次産業分野においても，また第 2次産業分野においても，
さらには第 3次産業分野においても，意欲的な起業家の多数輩出すること
を期待するところであるが，最近の経済のサービス化・ソフト化といった
経済構造の変化に対応するべくニュービジネスの分野での盛んなる起業が
望まれている。
1994年（平成6年）に産業構造審議会が答申した“新規・成長12分野”
を受けて， 1995年（平成7年）にわが国政府は新経済6カ年計画の中で“成
長期待7分野＂を発表，政府はニューサービス業を有望なる分野とし，そ
の方向への進出を起業家にすすめている。
つまり“有望期待7分野”として勧奨しているのは，情報通信，企業支
援，人材育成，医療保健• 福祉，余暇•生活，良質住宅供給，環境保全な
どの分野である。また現実に多くの起業家がかかる分野で事業を起こして
いる 15)。
さらに，所得水準の向上，基礎的な物的ニーズの充足，家族構成の変化
（少子化・核家族化・単身世帯の増加等），ライフスタイルの変化（女性の
社会進出・余暇時間の増大・高学歴化等），都市化，国際化の進展，情報化
の進展（高度情報化社会の到来）といった個人をめぐる社会環境の変化に
14) ダイヤモンド社編，「10年後の大企業1250社（週刊ダイヤモンド99, 10, 30,)」，
1999年，ダイヤモンド社， 26頁。
15)中小企業庁サービス業振興室編，「ニューサーピス業白書」， 1999年， H刊工業新
聞社， 11頁。
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対応する必要から対個人ニューピジネスの盛んなることが期待されてい
る。
また，需要の高度化あるいは多様化，経済のストック化，環境保護，都
市化，企業の社会的責任の増大といった“一般社会の変化＂，情報化の進展，
技術革新，国際化の進展といった“企業外の変化＂，企業の高コスト化，若
年労働力の不足，労働力の高齢化，管理部門の肥大化，労働時間の短縮な
どの“企業内の変化”といった企業の内外の環境変化に対応する必要から
対事業所ニュービジネスが多数生ずることが望まれている16)。
このようなサービス経済化のすすむ社会の流れをみると今後の起業家が
進出すべき分野が明確に示されていることが理解できる。
? ?
現在わが国は第3次起業家プームの渦中にあり，新事業の創設を志向す
る起業家は既存の成熟した市場へ進出することも考えられる。また，新規
成長分野と目される需要分野へと進むことも考えられる。現実には一般的
な生活支援関連にあたる“対個人サービス業”，住宅関連にあたる“建設業・
不動産業＂，娯楽・余暇関連にあたる“レジャー産業”，その他の“流通・
物流業","対事業サーピス業”といった分野での起業が目だち，またかか
る分野での新規創業が期待されている。
しかし，起業家は“専門的な製品・技術・サービスの開発力”，あるいは
“専門的な商品調整力＂の強化に努めなければならない。さらには“予想
しえない環境の変化に適応できる能力”も涵養し，究極的には“経営管理
能力”の向上にむけての努力を尽くすべきである。また，今後充実される
であろうわが国の起業家に対する産官学による支援システムについても欧
米の伝統ある制度を参考にしてさらなる充実が求められる。
16)中小企業庁サーピス業振興室編，前掲書， 16頁。
